
団体名 所在地 事業名 審査コメント

NPO法人
Oneself

兵庫県神戸市
留学生・技能実習生対
象「食・住・職」支援

 ・外国人留学生や技能実習生を対象とした「食・住・職」支援事業として、緊急性・必要性が高く、妥当性のある事業です。
 ・これまで運営してこられた「国際交流シェアハウスやどかり」の宿泊施設を活用するとともに、日本語教室活動の蓄積を生

かすという点、インターンシップ先の選定と協力が得られるという点からも実現性が高く、居住支援と就業支援をセットにし
た事業として先駆性が高いとして評価します。

 ・一方、授業料やインターンシップに要する費用に関しては、継続的に必要となる費用であることから、本事業を通じて、講座
プログラムの開発など、次年度以降の持続的な活動の担保性を確保することを検討されればと思います。

 ・本事業が特定技能の取得につながることを期待します。

NPO法人多文化
フリースクールち
ば

千葉県四街道市
コロナ禍の脆弱な多言
語コミュニティ支援

 ・南アジア、中央アジア系住民が多く居住する地域で、中古車の解体業・輸出業の経営悪化による生活困窮で子どもたちの学
習支援への弊害があらわれており、緊急性・必要性の高い事業です。外国にルーツを持つ子どもたちの学習支援の実績もあ
り、学術的な観点においては大学との連携も構築され実現可能性や継続性が高いと評価します。

 ・フリースクールを核に、アウトリーチ活動を通じて相談対象者を拡大するなど、課題解決に向けた取り組みを実践されるこ
とをします。

 ・南アジア、中央アジア系住民が多く居住する地域で、中古車の解体業・輸出業の経営悪化による生活困窮で子どもたちの学
習支援への弊害があらわれており、緊急性・必要性の高い事業です。外国にルーツを持つ子どもたちの学習支援の実績もあ
り、学術的な観点においては大学との連携も構築され実現可能性や継続性が高いと評価します。

 ・フリースクールを核に、アウトリーチ活動を通じて相談対象者を拡大するなど、課題解決に向けた取り組みを実践されるこ
とをします。

 ・一方、地元行政との連携が充分とは思われませんので、本事業をきっかけに、行政機関や地域社会とのつながりを強化し、
活動の発展を図られることを望みます。

Minamiダイバー
シティアクション

大阪府大阪市
大阪ミナミ地区ダイバー
シティ社会形成事業

 ・繁華街のある地域での失業者の生活支援・就労支援と子どもたちの心のケア事業、それを持続的に行うための体制整備は
必要性・緊急性の高い事業です。当該地域での生活に困窮する外国人の実態は充分把握されており、支援実績もあり、実現
性が高いと思われます。

 ・また、外国人に特化した就労支援会社との連携、現在も得られている寄付金を法人格の取得と寄付サイトの制作、事業者・
商業者等への依頼による達成をめざす具体性の高い事業と評価します。

 ・一方、得られる資金規模に応じて事業性を担う組織を形成するとありますが、恒常的な組織運営を行うためには、実効性と
多様な資金調達方法を検討していくことが肝要課題と考えます。

 ・自治組織や事業者など多様な団体と連携してセーフティネットを形成するとともに、地域社会・地域経済の担い手として外
国人が活躍するという目標は、ダイバーシティ社会の範になると思われます。

 ・既存の2つの団体が合体するだけでなく、新しい組織がビジョンを明確にし、これまで以上に社会への発信とアドボカシー
を行われることを期待します。

認定NPO法人茨
城NPOセンターコ
モンズ

茨城県常総市
家なき人のシェアハウス
と就労の場づくり

 ・地域社会で孤立する外国人の居住支援は喫緊の課題で、妥当性の高い事業です。シェアハウス運営や外国人の就労支援の
実績があり、既に対象物件が特定されていることから、実現可能性の高い事業と評価します。

 ・常総水害のあった場所の空き家のシェアハウスへの活用という発想は、地域活性化と多文化共生のコミュニティづくりとし
て先駆性があるといえます。

 ・ただ、シェアハウスを通じて支援できるターゲットが限定されているので、フードバンクや社会福祉協議会などと連携して
対象を広げるようにしてください。また、シェアハウスが特別な存在とならないよう、地域社会への理解を深め、地域社会と
の共生と協働ができるように取り組まれることを望みます。

 ・一方、対象物件の建築基準法への適合等、活用に際して安全性の確保が課題となっていますので、県に相談の上、適切な
対応をお願いします。

NPO法人
Accept
International

東京都中央区
コロナ禍における在日
ムスリム緊急支援事業

 ・ハラル対応など食の特殊性、モスク閉鎖による情報不足やつながりの欠如、言語支援の不十分さなど、イスラム教徒の状況
は深刻度が高く、緊急性の高い事業です。

 ・国際協力活動で培った語学力を活かして、ポータルサイトでの情報提供や相談業務に取り組んでいる実践があり、本事業の
実現性は高いと評価します。相談だけでなく、伴走支援、並びにコミュニティの共助のための人材育成を視野に入れている
点は、課題解決のために重要な取り組みです。

 ・一方、イスラム教徒が文化や生活習慣等の違いから、地域と軋轢を生じるケースもあることから、本事業を通じて、地域社
会との共生に向けて取り組むことや海外の紛争地で活動してきたNGOが、日本国内の外国人に目を向け、取り組まれる姿
勢に期待します。

公益財団法人京都
YWCA

京都府京都市
移住女性・家族が繋が
る地域コミュニティ

 ・外国人の中でもひとり親、未婚の妊婦など困窮度が高い層人たちを対象とし、緊急性・必要性の高い事業です。孤立防止の
ための親のサポートと子どもの学習支援など、ファミリーコミュニティから地域共生につなげていく具体的イメージがあり、
駆性の高い事業と評価します。

 ・対象とする女性たちは社会からの孤立という問題も含んでおり、コミュニティづくりにおいては、貴団体だけで担うのでは
なく、多様な団体・機関との連携や、地域社会に支援者をつくるという発想を持つことも必要と思われます。

 ・女性の支援に長年取り組んできた団体ならではの取り組みに期待します。

NPO法人Peace
& Nature

兵庫県神戸市
農作業で外国人が地元
の農家さんをサポート

 ・これまでの活動経験や農村のつながりを生かした事業と評価します。道の駅を巻き込む取り組みがユニークで、地方モデル
となることを期待します。農業の現場からの中継による臨場感あるプレゼンテーションは、活動を伝えるのに効果的でした。

 ・一方、事業そのものは、コロナ禍で困窮する外国人を対象としておらず、緊急性は必ずしも高くありません。外国人の日本
の農業体験、農村の人手不足支援にとどまらず、本助成金の主旨であるコロナの感染拡大で困窮する外国人留学生等への
支援について、より具体的な提案が必要と思われます。

 ・また、事業を継続・発展させるため、経費の見直しや財源確保を検討されることが必要と考えられます。



新型コロナウイルス対応緊急支援助成｜助成の内訳

千円 内訳 千円 内訳 千円 内訳

NPO法人Oneself 10,800,000円 2,955 人件費：2,916、旅費・宿泊費：39 11,162
人件費：3,348（謝金）、旅費交通費：198、賃借料・水道
代：2,965、事業委託：4,651（学科指導）

2,117 自己資金

NPO法人多文化フリースクー
ルちば

8,155,000円 1,234
人件費：926、業務委託費：100、
手数料：80、旅費交通費：128、

6,921
人件費：900（コーディネーター）、業務委託費：3,738
（フィールドワーカー、HP制作等）、印刷費：250、研修費：
40、備品費：333、通信費：333、旅費交通費：1,337

– –

Minamiダイバーシティアク
ション

7,100,000円 1,270
人件費720、家賃：260、備品什
器：200、消耗品費：90

5,830

人件費：800、委託料：2,600（サイト制作、法人化準備）、
謝金：1,060（職業訓練等）、消耗品費：60、会場借料：
120、旅費交通費：835（子供遠足）、160（情報交流会
等）、物品購入費：50、保険料：15

– –

認定NPO法人茨城NPOセン
ターコモンズ

5,245,000円 1,040 人件費1,040（役員報酬等） 4,205
人件費：1,350、外注費：1,900（工事費）、物品費：740、
印刷費：215

– –

NPO法人Accept
International

3,800,000円 465
人件費：279、設備費等：127、備
品等：59

3,335 人件費：915、謝金等：2175、印刷製本費：425 – –

公益財団法人京都YWCA 4,800,000円 0 4,808
人件費：2700、諸謝金：440、物品購入費：298，機材購
入費：1,041、保険代：10、郵便・運搬費：60、旅費交通
費：259

8 自己資金

NPO法人Peace & Nature 2,600,000円 400 人件費400 2,200
人件費：1,248（職員・スタッフ、参加者）、交通費：272、
旅費：84、材料費：160、消耗品費：80、物品購入費：
320、保険料：36

– –

うち、自己資金・民間資金直接事業費管理的経費
団体名 助成額
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